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【避難行動計画の目的】

１　原子力災害は、自然災害とは異なり、人間の五感で感じることができない放射性物質又は放射線の放出という特有の事象が発生する災害であり、災害が発生した場合は、市町等関係機関から公表・提供される正しい情報を正確に把握し、その情報に基づいて、冷静な行動をとることが重要である。
２　このため、不測の事態に対して事前の準備を行い、災害が発生した場合はその被害を最小限に食い止め、迅速かつ的確に対応できるよう、本計画を策定する。

３　また、原子力災害が発生したときは、施設利用者とその家族、施設職員の命を守り、安全を確保していくため、組織として活動できる体制を確立する。

４　なお、事故発生後も、施設利用者の心理面のケアと家族への説明責任を果たすよう努めていく。（メンタルヘルス対策の実施）
　
【災害への備えと避難訓練】
１　備蓄品及び非常持ち出し品の確保について

屋内退避が長時間にわたることを想定し、必要な飲料水、非常時の食糧、衛生用品などを施設等で備蓄する。職員分を含めて７日間程度の備蓄を行い、そのうち、３日分は非常持ち出し品として準備するよう努めるものとする。

備蓄品は別紙４のとおり


　

２　家族の連絡先の確認について

　　市（町）災害対策本部から帰宅指示が出された段階で、施設利用者を家族に引き渡すことから、引き渡しが円滑かつ確実になるよう、施設等は、家族の連絡先（勤務先）を把握し、引き渡し名簿等を作成しておく。（名簿は別紙２のとおり）
　　また、日頃から、家族に対して、災害が発生した場合の施設等の対応や、施設等の区域内で指定されている一時集結所（集会所）を周知しておくなど、施設利用者の引き渡しが円滑に進むよう努める。

３　一時集結所及び避難経路の確認について

　　家族への引き渡し等ができないまま、市（町）災害対策本部から避難指示が発せされた場合は、職員は施設利用者とともに、市（町）が指定する一時集結所（集会所）に移動する必要があることから、施設等は、一時集結所（集会所）及び避難経路を確認しておく。

	一時集結所（集会所）
	避難経路
	移動手段
	移動時間

	○○集会所
電話0000-000-000

○○小学校

電話
	○○を通り、○○を経由して、○○へ
	原則、徒歩（車椅子等含む）
歩行不可能な場合は、職員の車
	徒歩○分

(車○分)


４　地域住民との連携について
　　施設等単独で避難ができない場合に備えて、地域の自主防災組織や自治会組織、民生児童委員などに協力を求めていくため、日頃から関係者との連絡を密にしておく。（連絡先は別紙３のとおり）

５　避難訓練や防災教育について

施設利用者や職員の生命を守り、全員が安全に落ち着いて行動できる方法を身につけるために避難訓練を行う。

・年1回は、愛媛県の原子力防災訓練等にあわせて実施する。

・その他、随時、施設等内で避難訓練を実施する。

　　　また、職員は、県や市（町）等が主催する原子力防災研修などに参加し、原子力災害時に適切な行動がとれるよう防災知識を習得し、その知識を職員間で共有するよう努める。
【原子力災害発生時の対応】
〔市（町）災害対策本部から帰宅指示が出された段階〕

～ 警戒事態 ～　　　　　（←伊方町の場合）
～ 施設敷地緊急事態 ～　（←伊方町以外の市町）
１　原子力災害が発生し、市（町）災害対策本部から帰宅指示が出た場合は、職員は、直ちに施設利用者を屋内へ誘導する。その際、外気を遮断するため、ドア・窓を閉め、空調設備や換気装置を止める。外にいた施設利用者は顔・手を洗う。
２　職員は、それぞれ避難誘導班、安全防護班、情報収集班、応急救護班の役割を果たす。班長は、各班内の活動を統括する。（役割分担は別紙５のとおり）
３　避難誘導班は施設利用者数及び安全確認状況を、安全防護班は建物等への影響状況を、情報収集班はテレビ・ラジオ等により事故に関する情報を収集して施設等周辺への影響情報を、それぞれ施設長等へ報告する。応急救護班は、施設利用者の応急手当等を行う。また、施設長等は、○○市（町）○○福祉課に随時、災害対応状況を報告する。

４　施設等で収集した情報は、ホワイトボードや掲示板を活用して記録し、職員間で共有を図る。

５　施設長等は、○○市（町）○○福祉課又は○○市（町）災害対策本部に、施設等周辺で放射線による影響がないこと等、安全確認を行ったうえで、施設利用者を家族に引渡す措置を行う。
６　情報収集担当は、家族に連絡し、施設利用者のお迎えを依頼する。

７　避難誘導班は、確実に施設利用者を家族へ引き渡すため、引き渡し名簿に、迎えに来た人と利用者との関係、引き渡し時間を記録する。

８　安全防護班は、避難に備えて移動手段を確保するほか、最寄りの一時集結所（集会所）の開設状況、避難経路までの安全確認を行い、施設長等に報告する。

〔市（町）災害対策本部から避難指示が出された段階〕

～ 施設敷地緊急事態 ～（←伊方町の場合）
～ 全面緊急事態～（←伊方町以外の市町）

９　市（町）災害対策本部から避難指示が発出された場合は、職員は、予め定めていた一時集結所（集会所）、避難経路、移動手段により、未引き渡し施設利用者とともに避難を開始する。
〔その他、市（町）との情報共有〕

10　施設長等は、随時、○○市（町）○○福祉課及び市（町）災害対策本部と連携を図る。

・建物の損壊・施設利用者の負傷状況・引渡し状況・職員状況を報告する。

・治療を要する施設利用者がいる場合は、医師受診と搬送方法について相談する。

・避難を開始する施設利用者や職員の状況を報告する。

防護措置のフロー図
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車いす（個人所有）

リクライニング車いす（個人所有）

ストレッチャー

人工呼吸器

アンビューバッグ（手動式蘇生バッグ）

携帯用酸素ボンベ

カテーテル

経管栄養（流動食）

たん吸引器（手動の場合（チューブ、注射器）））

腹膜灌流用回路及び関連用具セット（CAPD患者用）

バッテリー

ポータブルトイレ（尿瓶、おむつ交換用使い捨て手袋)

おむつ（特に中間サイズ）

服用医薬品

汚物入れ用バケツ、ビニール袋

車いす（個人所有）

電動車いす（個人所有）（充電器を含む）

歩行補助器

杖

音声読み上げ対応携帯電話（充電器を含む）

白杖

眼鏡

メモ用録音機（替え電池を含む）

補聴器、人工内耳機器（替え電池を含む）

意思表示カード、ＳＯＳカード

災害用（意思表示）バンダナ

筆談用筆記用具、メモ用紙

電子喉頭器（替え電池を含む）

音声拡張器（替え電池を含む）

意思表示カード（救急用カード）

筆談用筆記用具、メモ用紙

ガーゼエプロン(気管孔保護)

紙マスク

経腸栄養剤

筆談用筆記用具、メモ用紙

車いす（個人所有）

電動車いす（個人所有）（充電器を含む）

リクライニング車いす（個人所有）

ストレッチャー（個人所有）

治療食

服用医薬品

ストーマ装具一式

「私のストーマカード」

ストーマ用はさみ（装具穴あけ用）及び型紙

カテーテル

ウェットティッシュ、ティッシュペーパー

ナイト・ドレーナージバッグ

飲料水（ペットボトル）

イヤーマフ（個人所有）

こだわりのある物品

意思表示カード等（情報提供用）

絵カード等（意思疎通）

服用医薬品

服用医薬品

意思表示カード等（情報提供用）

イヤーマフ（個人所有）

こだわりのある物品（安心できる、落ち着ける物品）

意思表示カード等（情報提供用）

絵カード等（意思疎通）

服用医薬品

筆談用筆記用具、メモ用紙

※物資ごとに、消失、破損等の際の調達方法や代用品等について、確認しておく。

　（記録票等を作成しておくことも有効である。）

視覚

聴覚

音声・言語

そしゃく

知的

精神

発達

避難の際に携行する資機材

重症心身

医療管理が必要な者

（難病患者を含む）

下肢

体幹

平行機能

（歩行困難）

内部

難病

（活動制限）




別紙
平成26年度　○○○○　原子力災害に係る避難・連絡・職員行動体制
１　緊急連絡網（施設内職員用）

	Ｎｏ
	氏　　名
	住　所
	電話番号
	メールアドレス
	出勤

方法

	
	
	
	自宅
	携帯
	自宅
	携帯
	

	1
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	


【緊急連絡網】　　連絡不通の場合は、次の職員へ連絡する。

当番職員　１　→　　2番　→　　3番　→　　4番　→　　5番　→　施設へ連絡
当番職員　６　→　　7番　→　　8番　→　　９番　→　１０番　→　施設へ連絡

当番職員１１　→　１2番　→　１3番　→　１4番　→　１5番　→　施設へ連絡
２　施設利用者引き渡し名簿（施設内職員用）　　部外秘取扱注意

①　施設利用者引き渡し名簿は、災害が発生したとき、施設利用者を速やかに家族に引渡すために用いる。

②　施設利用者引渡し名簿を作成し、非常持ち出し品とともに保管する。なお、連絡先・連絡方法の変更は、毎月点検する。

③　予め登録のない人物が迎えに来たときは、家族に連絡確認して施設利用者を引渡すことを原則とするが、混乱が予想され、その確認が困難である場合には、施設利用者に確認させ、複数の職員が立ち会い聴き取りを行い、安全確認できたあと施設利用者を引渡す。

④　なお、それでも不安があるときは、その人物には施設利用者を引渡さず、家族に連絡がとれるのを待ち、家族の指示する人物に引渡す。

	Ｎｏ
	利用者名
	年

齢
	性

別
	障害の種別
	住所
	家族1
	家族２

	
	
	
	
	
	
	氏名
	続柄
	連絡先
	氏名
	続柄
	連絡先

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３　緊急連絡先一覧（外部機関）
	連絡先
	電話
	ＦＡＸ
	担当者

	○○市（町）防災担当課（災害対策本部）

	
	
	

	○○市（町）○○福祉課
	
	
	

	○○集会所（一時集結所）
	
	
	

	○○消防署
	
	
	

	○○消防署第2分署
	
	
	

	○○警察署
	
	
	

	○○交番
	
	
	

	○○病院
	
	
	

	○○医院
	
	
	

	○○地区自主防災組織
	
	
	リーダー

	○○自治会
	
	
	会長

	民生児童委員
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


４　備蓄品

	品目
	品名
	数量
	保管場所
	賞味期限

	飲料水
	ミネラルウォーター

「○○の水」


	500ｍｌ

24本×　箱


	
	年　月　日

	食糧品
	缶入りミルクビスケット


	24缶×　箱


	
	年　月　日

	衛生用品

消耗品
	トイレットペーパー

タオルペーパー
	
	
	


５　原子力事故等覚知後の職員行動手順　　　施設内に掲示

【　役割分担表　】
	施設長等
	避難誘導班
	救護班
	情報収集班
	安全確認班

	
	【班長】
	【班長】
	【班長】
	【班長】

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（避難行動）・・・職員の役割分担確認
· 職員は、原子力発電所から放射性物質または放射線が周辺環境に異常放出される事態に備えて、施設利用者及び職員の安全を確保し、被ばくを低減する措置を開始する。

（活動内容）

· 事故が発生したら、直ちに職員は、施設利用者を速やかに屋内へ移動させ、施設利用者に状況を説明し、落ち着かせ、不安を和らげる。外にいた施設利用者の顔・手を洗う。ドア・窓を閉め、空調設備を止め、外気を遮断する。

· 施設長は、各対策班に必要な指示を出し、施設利用者・職員及び施設設備の安全を確保し、状況に応じた判断を行う。

· 安全確認班は、万一の避難に備えて、避難時に支障となる障害物がないかどうか施設内外を点検し、障害物があった場合は除去する。

（情報収集）・・・正確かつ最新情報の収集・市（町）災害対策本部との継続的な情報伝達

· 指示・情報収集は、テレビ、ラジオ、ＣＡＴＶによる原子力事故に関する情報（事故の進退情報、モニタリング情報、防護対策情報）に留意し、継続的な情報収集を行う。

· 県・市（町）ホームページ、防災行政無線、広報車により、国・県・市（町）の対応状況、施設がとるべき対応といった情報を収集する。

· 市災害対策本部の担当窓口に連絡して、今後の情報伝達方法を確認する。その際には、あらかじめ作成しておいた伝達事項をもとに連絡する。

· 収集した情報を施設長に伝えるとともに、市（町）災害対策本部とは可能な限り継続的に連絡を取り合い、施設の対応状況や支援要請を伝達する。

· 収集した情報は、ホワイトボードや掲示板に記録し整理するなど、職員間で情報を共有し、避難対応に行き違いが生じないよう十分な意思疎通を図る。

（職員参集）

· 非番職員は、自身の安全を確認したうえで、自主的に参集する。

· 緊急時連絡網により、職員への参集を行う。
※　災害が発生した直後の対応や家族に施設利用者を引き渡す際の手順
	事態区分
	避難誘導・応急救護班
	情報収集班
	安全確認班

	事故発生

↓
	・施設利用者を屋内へ移動させ、安全確保と施設利用者の気持ちを安定させる
・屋外にいた施設利用者は、顔・手を洗う　　・施設利用者数と職員数を確認する
・ドア・窓を閉め、空調設備を止めて、外気を遮断する

	警戒事態
　　

　　

↓
	・町災害対策本部から帰宅指示に基づき、家族へ施設利用者の引渡しを開始する
・家族に引渡しできない施設利用者は、安全な場所で待機させる。（生活に必要な物・衣類・寝具・生活用品を一箇所に収集）
	・事故に関する情報を収集して施設等周辺への影響を把握する
・家族へ連絡（引渡しのできない施設利用者の連絡先の確認）
・地域全体の情報を把握する

・非番職員への連絡
	・施設等内外の安全点検および障害物の撤去

・一時集結所（集会所）までの経路等の安全確認を行う

	
	
	・広域避難に備えて、一時集結所（集会所）への避難準備を行う（開設状況の確認、移動手段の確保）

	
	各班長は、各班の取組み状況を確認し、施設長へ報告する。

施設長は、伊方町福祉課ほか関係先へ状況を報告するとともに、必要に応じて、関係先に防護措置を求める。

	施設敷地緊急事態
	・町災害対策本部からの避難指示に基づき、未引渡しの施設利用者がいる場合は職員と一時集結所（集会所）へ移動。

・施設等玄関前に、○○○へ避難した旨を掲示する。



	事態区分
	避難誘導・応急救護班
	情報収集班
	安全確認班

	事故発生

警戒事態
　↓
	・施設利用者を屋内へ移動させるとともに、屋外にいた施設利用者は、顔・手を洗い、できる限り、ドア・窓を閉めて外気を遮断する　　・施設利用者数と職員数を確認する　　・非番職員への連絡
・市（町）や、テレビ・ラジオ、防災無線放送などにより情報収集

（家族が自主的に迎えに来た場合は、引き渡し名簿を基に引き渡す）

	施設敷地緊急事態
　　

　　

↓
	・市（町）災害対策本部から帰宅指示に基づき、家族へ施設利用者の引渡しを開始する

・家族に引渡しできない施設利用者は、安全な場所で待機させる。（生活に必要な物・衣類・寝具・生活用品を一箇所に収集）
	・事故に関する情報を収集して施設等周辺への影響を把握する
・家族へ連絡（引渡しのできない施設利用者の連絡先の確認）

・地域全体の情報を把握する


	・施設等内外の安全点検および障害物の撤去

・一時集結所（集会所）までの経路等の安全確認を行う

	
	
	・広域避難に備えて、一時集結所（集会所）への避難準備を行う（開設状況の確認、移動手段の確保）

	
	各班長は、各班の取組み状況を確認し、施設長へ報告する。

施設長は、市（町）○○福祉課ほか関係先へ状況を報告するとともに、必要に応じて、関係先に防護措置を求める。

	全面緊急事態
	・市（町）災害対策本部からの避難指示に基づき、未引渡しの施設利用者がいる場合は職員と一時集結所（集会所）へ移動する。

・施設等玄関前に、○○○へ避難した旨を掲示する。




伊方町の場合の帰宅指示・避難指示の対応


（町防災行政無線等で原子力災害発生・帰宅指示等の放送を確認）

　　　　↓

　　　施設内放送・口頭伝達　

（災害発生の連絡を受けて、施設内放送設備や口頭により施設利用者を屋内へ移動させる）

　　　　↓

　　放送内容
· 屋外にいる施設利用者及び職員は、建物内に避難してください。

※（屋内への移動が完了したら）

全てのドア・窓を閉めてください。また、冷暖房や換気扇なども止めて、外気が建物内に入らないようにしてください。職員は、外にいた施設利用者の顔・手を洗うようにしてください。

　↓

　　待機場所の確認及び人数確認報告

　↓

　　家族への引き渡しの連絡及び引き渡し

　　　　↓

　　
（町防災行政無線等で避難指示の放送等を確認）

　　　　↓

　　未引渡しの施設利用者がいる場合は職員と最寄りの一時集結所（集会所）へ移動
６　施設等内の避難訓練計画
①訓練実施予定日

平成　　年　　月　　日　　時頃
②事故想定内容
地震の発生、運転中の四国電力株式会社の全基の原子炉が自動停止した後、全交流電源を喪失する事態発生。非常用炉心冷却設備による冷却機能も喪失し、原子炉格納容器からの放射線物質の放出による影響が発電所周辺地域に及ぶおそれがある。
　③訓練の範囲

市（町）○○福祉課等に訓練協力を求める。（災害対策本部からの指示・伝達依頼）

　　施設利用者を速やかに建物内に避難させる。

　　職員数名が家族役となり、家族に引き渡す訓練を行う。（名簿を基に記録をつける）

　　避難所へ避難するために、施設利用者を玄関前（施設内ホールなど）に整列させる。
　　
　④訓練後の職員会の実施

　　　課題等の洗い出し、計画の見直し検討など

７　伝達事項メモ　
	発信先
	伝達事項
	措置内容

	市町災害対策本部
	※あらかじめ伝達事項を箇条書きに整理
	

	上記以外
	※関係機関ごとに整理
	


参考資料
伊方町避難行動計画（平成２５年９月制定）　抜粋
４　避難に関する情報伝達

4-1　伝達及び手段・伝達内容
（1）情報伝達手段
町防災行政無線（同報系・移動系）のほか、以下の方法等により、対象地域の住民、事業所、来町者（観光客等）に対して速やかな帰宅又は避難を指示する。

◇広報車巡回　　◇町ホームページ　　◇拡声器　　◇緊急速報メールサービス（エリアメール）


（2）伝達内容

警戒広報から屋内退避、避難までの有線放送、防災行政無線（同報系）による広報・伝達内容は、以下のとおりとする。
なお、広報車による現地巡回広報は、この例文に準じる。
①第１段階　Ａレベル　「警戒事態」　（ゆっくり、はっきり、落ち着いて話すこと）

こちらは、防災伊方町役場です。

（例・「本日発生した○○の影響により」

または「四国電力伊方発電所内の○○トラブルにより」など）

「四国電力伊方発電所で事故が発生しました。」

現在のところ、環境への放射能の影響はありません。ただし、今後の状況によっては避難指示（命令）あるいは、屋内退避指示をすることがあります。

住民の皆様は、今後、新しい情報が入るまで、無用な外出は控え、自宅にとどまり、避難への準備を行い、防災行政無線、テレビ、ラジオなどの情報に十分注意してください。
町内の保育所の保護者の皆様は、直ちに児童を迎えに来てください。

伊方町内に滞在している観光客の皆さん、事業所の従業員の皆さんは、直ちに帰宅準備をお願いします。
今後も、新たな情報が入り次第、お知らせします。
②第２段階　Ｂレベル　「施設敷地緊急事態段階」（ゆっくり、はっきり、落ち着いて話すこと）


こちらは防災伊方町役場です。

本日発生した、四国電力伊方発電所事故により、

（例・１号機から３号機全てが自動停止）○○しました。

（例・「発電所では外部からの電源供給が途絶えたほか、非常用発電機も使用できないなどの問題が発生したため、復旧作業に全力であたっておりますが、現時点では復旧の目途は立っておりません。」など）

現在のところ、環境への放射能の影響はありませんが、今後の状況によっては避難指示（命令）あるいは、屋内退避指示をすることがありますので事前の準備をお願いします。

なお、発電所から5㎞圏内の災害時要援護者の方並びに付添いや援助される方及び、安定ヨウ素剤を服用できない方並びに3歳未満児とその保護者の方は早めの避難実施となっています。早急に避難を始めて下さい。
そのほかの住民の皆様は、今後、新しい情報が入るまで、無用な外出は控え、自宅にとどまり、早めの避難への準備を行い、防災行政無線、テレビ、ラジオなどの情報に十分注意してください。

参考資料


○○市（町）○○避難計画　（平成２５年○月制定）　抜粋

４　避難に関する情報伝達

4-1 住民等への情報伝達

市防災行政無線のほか、避難等に関する住民への情報伝達は、次のとおり複数の伝達手段により実施する。
（広報例文は資料編に掲載する）

資料編

8-8広報文例

（伝達内容）

警戒広報から屋内退避、避難までの防災行政無線（同報系）等による広報・伝達内容は以下のとおりとする。なお、広報車等による現地巡回広報は、この例文に準じるものとする。

（１） 第１段階 Ａレベル 「警戒事態」　※ゆっくり、はっきり、落ち着いて話すこと


【広報例文】・・・防災行政無線、広報車、メール配信等

こちらは、防災○○市役所です。

本日、午前（午後）○○時○○分、伊方原子力発電所で、「（発電所からの報告に基づき作成）」とする事故が発生しました。

市は、災害警戒本部を設置し、事故の状況など、詳しい情報の収集にあたっています。

《 現在、発電所の敷地周辺において、放射性物質が外部に漏れたという情報はなく、放射線の監視モニターにも異常は認められません。 》

《 放射線の想定結果では、わずかに放射性物質の漏れが検出されましたが、健康への影響はありません。 》

市民の皆さんが、特別な行動をとる必要はありませんが、今後の状況によっては避難指示（命令）あるいは、屋内退避を指示することがありますので、今後、新しい情報が入るまで、無用な外出は控え、自宅にとどまり、避難への準備を行い、防災行政無線、テレビ、ラジオなどの情報に十分注意してください。

なお、○○市内に滞在している観光客等の皆さん、事業所の従業員の皆さんは、直ちに帰宅準備をお願いします。

今後も、新たな情報が入り次第、お知らせします。（３回繰り返し）

防災○○市役所からのお知らせでした。
※《 》部分については、災害の状況に応じて必要な内容に置き換えるものとする。以下同じ。
（２） 第２段階 Ｂレベル 「施設敷地緊急事態」　※ゆっくり、はっきり、落ち着いて話すこと


【広報例文】・・・防災行政無線、広報車、メール配信等

こちらは、防災○○市役所です。

本日発生した、伊方原子力発電所の事故の状況についてお知らせします。

「（発電所からの報告に基づき事故状況の概要を作成）」

《 ・・・が発生しましたが、放射性物質は外部に漏れていません。 》

《 発電所では外部からの電源供給が途絶えたほか、非常用発電機も使用できないなどの問題が発生したため、復旧作業に全力であたっておりますが、現時点では復旧の目途は立っておりません。 》

現在のところ、環境への放射能の影響はありませんが、今後の状況によっては避難指示（命令）あるいは、屋内退避を指示することがありますので、今後の情報にご注意ください。

なお、保育所、幼稚園、小・中・高等学校の児童・生徒は帰宅しますので、保護者の方は、お迎え、または自宅での受入をお願いします。

事業所の従業員の皆さんは、速やかに帰宅してください。また、お仕事や観光で○○市に滞在している皆さんは、直ちに市外への退避をお願いします。

住民の皆様は、今後、新しい情報が入るまで、無用な外出は控え、自宅にとどまり、早めの避難への準備を行い、防災行政無線、テレビ、ラジオなどの情報に十分注意してください。

今後も、新たな情報が入り次第、お知らせします。（３回繰り返し）
防災○○市役所からのお知らせでした。

（３） 第３段階 Ｃレベル 「全面緊急事態」　※ゆっくり、はっきり、落ち着いて話すこと


【広報例文】・・・防災行政無線、広報車、メール配信等

（防災行政無線～サイレン吹鳴）

こちらは、防災○○市役所です。

四国電力伊方発電所では、

《 「○○の影響により１号機から３号機すべてが自動停止し、外部電源や非常用発電機のトラブルが発生しておりますが、更に３号機に関し、原子炉の冷却機能が失われ、」など 》

○○の状況であることから、「原子力緊急事態宣言」が発令されました。

現在のところ、環境への放射能の影響はありませんが、市民の皆さんは、直ちに自宅または最寄りの公共施設の屋内に退避してください。

自宅の窓やドアを閉めて、換気扇、エアコンを止めて、外気を遮断してください。また、外から帰ってきた人は、念のため、顔や手を洗い、うがいをしてください。

あわてずに、避難の準備を始めてください。

市を訪問中の皆さんは、直ちに市外へ退避してください。

今後、市民の皆さんには、事故の状況や防災上の注意事項などについて適宜お知らせしますので、引き続き、防災行政無線、テレビ、ラジオなどの情報に注意してください。

（３回繰り返し）

防災○○市役所からのお知らせでした。

（４） 第４段階 Ｃレベル 「全面緊急事態」以降の「運用上の介入レベル（OIL）事象において ※ゆっくり、はっきり、落ち着いて話すこと


【広報例文】・・・防災行政無線、広報車、メール配信等

（防災行政無線～サイレン吹鳴）

こちらは、防災○○市役所です。

ただ今、四国電力伊方原子力発電所○号機で、事故が発生しています。

現在、市内の３０km圏域では屋内退避を行っていますが、一部（全部）の地域において、広域避難（一時移転）が必要な状況になった（放射性物質の数値が避難の必要な数値に達した）ため、３０km圏外への避難指示（一時移転指示）を発令します。
○○地区、△△地区、□□地区の皆さんは、非常用持出袋を持参のうえ、落ち着いて、避難を開始してください。

なお、避難指示があった市民の皆さんは、「避難者カード」を持参のうえ、出来るだけご近所の方を誘い自家用車や配車されたバス等を利用し、指定された一時集結所までなるべく早くお越しください。

〔安定ヨウ素剤服用指示の場合〕

○○地区、△△地区、□□地区の皆さんは、避難する際に安定ヨウ素剤を一時集結所で受け取り服用してください。服用の際には、安定ヨウ素剤の注意書きを読んでから服用してください。

○○地区、△△地区、□□地区以外の皆さんは、屋内退避を続けてください。

市民の皆さんには、この事故の状況や防災上の注意事項などについて、適宜お知らせしますので、引き続き、防災行政無線、テレビ、ラジオなどの情報に注意してください。

（３回繰り返し）

防災○○市役所からのお知らせでした。

非常持ち出し品は以下のとおり


非常持ち出し品は、非常持ち出し袋に収納するなど、携帯できる状態にて保管する。


《非常持ち出し品》


緊急連絡網、緊急時の引渡し名簿、出席簿など


食糧品類・・・飲料水、粉ミルク、缶入りミルクビスケット、アレルギー対応食品


器具・備品・・・防災ラジオ、最小限の救急用品、タオル、マスク、ティッシュペーパー、トイレットペーパー、懐中電灯、軍手、筆記用具、笛、ナイロン手袋、着替え、おぶい紐、オムツ、カセットコンロ、（生理用品）、携帯電話など


障害種別に応じた必要な資機材（一覧は別紙のとおり）











どちらかを記載のこと





どちらかを記載のこと





伊方町の場合











事故拡大





原発事故発生





全面緊急事態





施設敷地緊急事態





警戒事態





・避難指示に基づく一時集結所への避難開始








・全員を建物内へ避難


・外気を遮断


・家族への連絡、施設利用者の引き渡し


・一時集結所（集会所）への避難準備





どちらかを


記載のこと











伊方町以外の場合











事故拡大





原発事故発生





全面緊急事態





施設敷地緊急事態





警戒事態





・屋内退避指示に基づく屋内退避





・避難指示に基づく一時集結所への避難開始





・外気を遮断


・家族への連絡、施設利用者の引き渡し


・一時集結所への避難準備





・全員を建物内へ避難


・情報収集


・避難体制の構築





（例）





以下資料は毎年度作成のこと





伊方町の場合











どちらかを


記載のこと





伊方町以外の場合





伊方町の事例を紹介





災害発生・緊急事態





施設敷地緊急事態





状況に応じて、訓練内容を加筆、修正すること








１　避難訓練に参加する施設利用者数及び職員数


　　　　　　　　　　施設利用者　　　　名・　職　員　　　　名





２　園内放送開始時刻　　　　　　　　　　　　　　　時　　　分





３　屋内への移動開始時刻　　　　　　　　　　　　　時　　　分





４　屋内への移動完了時刻　　　　　　　　　　　　　時　　　分





２～４までに所要した時間　　　　　　　　　　　　　　　分





５　家族への引き渡し開始時刻　　　　　　　　　　　時　　　分（名簿に記録）





６　市災害対策本部からの避難指示発令時刻　　　　　時　　　分





７　玄関前等への集合時刻（避難所への移動準備）　　時　　　分





　　全ての訓練に要した時間　　　　　　　　　　　　　　　　分








各施設から、町福祉担当部局・防災部局に情報伝達の手順等を確認のこと。





伊方町災害対策本部


(総務部)





町内対象地域





各施設から、市町福祉担当部局・防災部局に情報伝達の手順等を確認のこと。








1

